








The spread of the Internet has diversified the way of diffusion of information and gathering it. Now people can easily obtain any 
information from the Internet, thus the trend of leaving the printed media is accelerating. Under the circumstance, newspaper 
publishers are placing high expectations on electronic newspaper. In this paper, we have surveyed the situation of the trade and 















同年に設立した日経新聞電子版の Web サイトは 9 ヶ月で有
料版と無料版をあわせた会員数が約 60 万人となった．更に
その 3 ヵ月後には約 20 万人が増加し，総会員数は約 80 万人
となった．80 万人中の約 12 万人は有料会員であり，その有









図 2 メディア別の印象・評価 
（日本新聞協会のデータをもとに作成） 
図 3 電子新聞に関する独自アンケート調査の結果 






が崩れている．2000 年度の新聞業界における主要 12 業種の
広告費は 1 兆 2,474 億円となっているが，現在はその約半分
に縮小している[6]．これはインターネットの普及による情報 
電⼦化による新聞業界活性化の可能性 
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図 5 新聞の年代別購読率（n = 4,905） 
（NHK 放送文化研究所『2010 年国民生活時間調査報告書』
のデータをもとに作成） 











































































次に，求める電子新聞コンテンツについて，大学生 268 人 









































































































図 11 タッチ式デジタルサイネージを用いた自動販売機 
（2013 年 5 月 17 日 著者撮影） 
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